
 

 

 

 

 

名城大学 

自然災害リスク軽減研究センター 

Advanced Research Center for Natural Disaster Risk Reduction 

名城大学では，「21 世紀型自然災害のリスク軽減に関するプロ

ジェクト」が平成24 年度私立大学戦略的研究基盤形成支援事業

（文部科学省）に採択され，その実施母体として自然災害リスク

軽減研究センターが設置されました。迫り来る地震災害や近年頻

発する流域圏の水害・土砂災害を研究対象とするとともに，社会

資本の老齢化や被災者の自律再建などの視点も取り入れた以下

の5つの研究テーマに取り組んでいます． 

連動型巨大地震に対する 

土木構造物の安全性と 

修復性の向上に関する研究 

大空間構造物の耐震安全 

性評価による震災リスクの軽減 

豪雨および水災事象の発生機構と 

リスク軽減方策に関する研究 

水工学－地盤工学の 

連携による沿岸域低平地の 

自然災害リスク軽減への挑戦 

「中核被災者」を主体とした 

被災限界からの 

自律再建メカニズムの解明 



① 被災限界における自治体（陸前高田市）
の機能喪失の実態と課題の解明

② 自律再建に向けた「中核被災者」の役割
と影響分析

③ 自律再建プロセスに基づく防災研修の
教材作成とその実施

① 被災限界における自治体（陸前高田市）
の機能喪失の実態と課題の解明

② 自律再建に向けた「中核被災者」の役割
と影響分析

③ 自律再建プロセスに基づく防災研修の
教材作成とその実施

① 各種河道条件を考慮した越流破堤現象の解明

② 沖積低平地における堤防基礎地盤の
海溝型地震時の震動特性の解明

③ 洪水ならびに地震時の堤防安全性照査技術の開発

① 各種河道条件を考慮した越流破堤現象の解明

② 沖積低平地における堤防基礎地盤の
海溝型地震時の震動特性の解明

③ 洪水ならびに地震時の堤防安全性照査技術の開発

① 短時間強雨および大雨の出現特性に関する解析的研究

② 短時間強雨に伴う都市河川の出水機構と流出抑制方策

③ 段波状洪水流を制御する透過性砂防ダム群に関する
研究

① 短時間強雨および大雨の出現特性に関する解析的研究

② 短時間強雨に伴う都市河川の出水機構と流出抑制方策

③ 段波状洪水流を制御する透過性砂防ダム群に関する
研究

① 鋼構造の倒壊挙動の高精度な評価手法の開発

② 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造空間構造の耐震性能評価手法の開発

③ 木造の倒壊挙動の高精度の
予測手法や免震・制震

① 鋼構造の倒壊挙動の高精度な評価手法の開発

② 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造空間構造の耐震性能評価手法の開発

③ 木造の倒壊挙動の高精度の
予測手法や免震・制震

① 大地震時構造部材の損傷評価手法の提案

② 修復性に基づく損傷制御構造物の耐震設計法の開発

③ 相似則を考慮した分散型サブストラクチャ応答実験シス
テムによる土木構造物の制震構造設計法の開発

① 大地震時構造部材の損傷評価手法の提案

② 修復性に基づく損傷制御構造物の耐震設計法の開発

③ 相似則を考慮した分散型サブストラクチャ応答実験シス
テムによる土木構造物の制震構造設計法の開発

恒温恒湿環境槽劣化促進後のRC部材

晴天時

降雨後わずか
30分で

地震による陥没
(2011.3.11東日本大震災）

動的中型
三軸試験装置

軟弱地盤上の堤防の地震時陥没のシミュレーション

 

行政
（外部の県・市）

企業
（各種業界）

ボランティア
・ＮＰＯなど

中核
被災者

被災者
市民

（被災無し）

被災による
機能喪失 地元

自治体
域内外の多様な主体の連携
による役割分担（機能補填）

特に支援の必要な被災者（要援護者など）への資源再分配

：外部主体：内部主体

1）

2）

3）

4）

被災自治体（陸前高田市等）の災害対応は？
広域支援（名古屋市等）はどの程度有効か？

中核被災者はいかに動いたのか？
地域復興や生活再建への影響は？

豪雨による破堤
(2004.10.20台風23号）

鋼構造の被害
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の被害

木造住宅の被害
体育館の重量物落下

都市高架橋の倒壊
(1995.1.17阪神淡路大震災）

都市高架橋の被害
(2011.3.11東日本大震災）

免震支承の破壊

桁ずれ，サイド
ブロック破損

④ 構造物の早期復旧のための診断支援技術

⑤ 連動型巨大地震に対する修復性および自己センシング性を有する新型材料

⑥ 既存構造物の初期損傷ならびに連動型大地震による複合劣化予測

⑦ 地震後の構造安全性および使用性を考慮した損傷照査法の開発および補修補
強ガイドラインの確立

④ 構造物の早期復旧のための診断支援技術

⑤ 連動型巨大地震に対する修復性および自己センシング性を有する新型材料

⑥ 既存構造物の初期損傷ならびに連動型大地震による複合劣化予測

⑦ 地震後の構造安全性および使用性を考慮した損傷照査法の開発および補修補
強ガイドラインの確立

平常時

連動型巨
大地震の
発生時

新設時 経年劣化時

劣化促進後のRC部材恒温恒湿環境槽

劣化シミュレーション
（赤色はひび割れ）

３次元実地震波再現装置

豪雨時

年降水量の10%を占める
日降水量の閾値

最近設置された
XバンドMPレーダ

越流破堤しやすい
箇所は？

越流破堤した場合
の被害は？

「公助」を補う，「自助・共助」が
真に支援が必要な要援護者ら
への再分配となる

「中核被災者」の役割と可能性

連動型地震で損傷した橋梁の例

サブストラクチャ応答実験システム

相似則を考慮して
模型化し，

実験装置に組込む

大型構造フレームと分散型油圧ジャッキシステム
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鋼管ブレース部材のき裂発生・進展・破断解析事例
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ハイブリッド実験状況

ブレースにより制震化した橋脚モデル レベル２地震応答結果

津波により倒壊した防潮堤 小白浜漁港防潮堤の模式図

３次元津波解析による防潮堤付近の水面挙動

３次元構造解析による防潮堤の被災状況（変形倍率５倍）
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本研究では，被災後の使用性判断や修復時の現状診断を支援する技術として，
実構造物の変位を非接触で遠望より測定する技術を開発する．具体的には，高速
度動画撮影機能をもつデジタルカメラに超望遠レンズを組み合わせ，構造物の変
位状況を遠望より撮影，取得した動画像から画像解析ソフトウェアにより変位波形
として抽出する．

変位―画素のキャリブレーションは，ズーム倍率と別途レーザー距離計で測定
する視準距離によって推定，ターゲットを用いない完全な非接触測定を実現した．
なお，視準距離20mからの画素単位の変位分解能は約0.06mmであり，サブピクセ
ルの画像解析によりこれを上回る高い分解能が得られることが明らかになった．

撮影システム

鋼道路橋のたわみ測定事例（視準距離30m）

PC桁橋のたわみ測定事例（視準距離9m）

デジタルカメラ

フィールドスコープ

トランシット
（微動雲台として）

木製三脚

レンズアダプター

本研究では，連動型巨大地震等の大規模震災に対し，より大きな復元力特
性を有する新型材料や，復元力特性を向上させる補強技術の開発が期待され
ていることから，比較的低価格で破断ひずみに優れるバサルト繊維複合材
（BFRP）メッシュシートを補強材として内部に埋め込んだ高靱性コンクリート材
料を構想し，曲げ応力に対する復元力特性を検討する．

分散したひび割れの状況 曲げ試験の状況

※B3-W-1：ウェットボンディング有

B3-N-1：ウェットボンディング無

荷重－変位関係

打設前にBFRPメッシュ表面にエポ
キシ樹脂を塗布することにより付着
を確保したBFRPメッシュ補強モルタ
ルの曲げ挙動を実験的に検討し，曲
げ性能や靱性能を実験的に検証し
た．荷重－変位関係に示すように，
モルタルの打設直前に，エポキシ樹
脂のように水分を含み難い接着材を
塗布する方法（ウェットボンディング
と呼称される）を用いることで，モル
タルとの付着性が向上され，より大
きな曲げ性能や靱性能が得られるこ
とが明らかになった．

本研究では，RC構造物の耐荷性能と

耐久性能を評価する解析手法を融合さ
せることにより，経年劣化等により損傷
したRC構造物に対して，地震力などに

対する安全性能を数値的に予測可能な
解析Codeの開発を行う．従来は，施工

直後の健全な状態に対して安全性の評
価が行われていたが，この解析Codeが

開発されれば，劣化している既存構造
物の安全性能を合理的に評価できるこ
とが期待される．

拘束ひび割れ試験体
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ひずみ(マイクロ)

材齢(日)

実験値1

ひび割れ幅(㎜)

材齢(日)

ひずみ(マイクロ)

材齢(日)

ひび割れ幅(鉄筋無し)

拘束枠ひずみ
(鉄筋無し)

ひび割れ幅(㎜)

ひび割れ幅
(鉄筋有り)

材齢(日)

ひずみ(マイクロ)

拘束枠ひずみ
(鉄筋有り)

材齢(日)

ひずみ(マイクロ)

鉄筋ひずみ
(鉄筋有り)

材齢(日)

解析値(メニスカス考慮)実験値2 解析値(メニスカス非考慮)

自由収縮ひずみ

実測値と解析値との比較
解析モデル

これまで，若材齢RC部材の乾燥収縮

ひび割れ挙動について拘束ひび割れ
試験を実施し，開発した解析コードを
用いて試験に対する数値シミュレー
ションを実施した．若材齢コンクリート
の乾燥収縮挙動に関しては不明な点
が多かったが，従来の乾燥収縮解析
手法に，メニスカスの材齢変化を考慮
すれば，若材齢時の乾燥収縮ひびわ
れ挙動をより正確に予測できることが
確認された．
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鋼構造 木質構造

鉄筋コンクリート構造

部材の局部座屈挙動を評価し得る梁要素モデルの開発
軸力と2軸曲げを受けるH形鋼梁柱試験体に対して静的局部座屈実験を行い，数

値解析を活用しながら実験結果を分析している．
ウェブ幅厚比の大きなH形鋼梁部材に対して数値解析を用いてせん断座屈後挙動

の評価を行うとともに，これまでに提案している鋼板の座屈耐力関数を適用した簡便
な荷重－変位関係推定法を提案した．

単層ラチスシェルの静的加力実験

鋼構造空間骨組モデルとして市販の単層ラチスシェ
ル（スパン5m,ライズ2m)に対する接合部曲げ試験，静

的加力実験を行い，開発中の要素モデルの適用性を
確認する．また，妥当性を確認した要素モデルを利用し
て動的解析を行い，空間構造物の耐震性を評価する．

木質構造の性能評価

戸建住宅の多くを占める在来工法を中心に，各種の金物やデバイスを組み込んだ
実大の単位フレームを取り出して震動実験を実施し，限界挙動までの基礎データを
蓄積する．次いで数値解析手法の検証を実施し，建物全体の評価を可能とする．

事例として，東海地方で事例の多いフレーム形式を対象に，木造2階建て住宅の1
階・1架構を取り出し，単位フレームの震動実験により動的挙動の評価を行った．実
験は1方向加振とし， JMA-kobe NSの0.25倍～1.25倍の範囲で実施した．
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H形鋼局部座屈実験における
数値解析と実験の比較

せん断座屈後挙動における提案モデルと離散化モデルとの比較

離散化モデルを用いた数値解析によるせん断座屈後挙動

単層ラチスシェル試験体

RCフレーム構造の性能評価
3次元骨組解析システムへの鉄筋コンクリート部材

の弾塑性解析機能の組込みと応用，およびその公
開を実施した．例として典型的な中層の集合住宅を
模擬したRC建物を対象として，静的および動的な弾
塑性解析を試みた．

RC空間構造の性能評価
RCアーチを研究対象とし振動破壊実験を実施し，その

数値解析的検証により動的な終局状態までの現象の追跡
の可能性を検討し，提案手法の有効性を示すことができた．
また現在，次世代に向けたより薄肉・軽量で高強度な曲面
構造として提案する炭素繊維シート（以降CFシート）を用い
たCFRCアーチによる補強効果の検証を実施中である．

コンクリートの物性からの検討

①日常環境下の乾燥がコンクリート
の力学的性質および乾燥収縮ひずみ
に及ぼす影響の検討

(1)下部拘束 (2)左右拘束

次に数値解析手法の検証として，開発中のFEM解

析手法による検証を実施中である．崩壊まで比較的
良い適合を示すとされるDEM解析（公開）と比較して，
FEM解析結果でも遜色のない結果を示し，広い入
力レンジでの対応に優位性も確認された．ただし、
Q-γ関係については実験とFEM解析には差異があ
り，検討中である．事例として大スパンを有する木造
建築の耐震設計や耐震補強への応用を進めている．
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実機のシェルに対する検証事例として，新設のRCシェ

ルの駆体を対象に振動特性の同定と変形の連続的な測
定を実施した．またシミュレーション手法を開発・検証した．

②調合および使用材料の影響を考慮し
たコンクリートの乾燥収縮ひずみの推定
方法の検討

③粘弾塑性サスペンション要素法に
よる乾燥収縮挙動のシミュレーション

震動実験対象と実験装置

入力波形と柱脚の引抜け

JMA Kobe-NS 0.30倍目標と1.25倍目標の変位応答時刻歴

JMA Kobe-NS 0.30倍目標と1.25倍目標の加速度応答時刻歴

JMA Kobe-NS 1.25倍目標の実験
とFEM解析のQ-γ関係

耐震設計と診断への適用イメージ

解析結果表示例（７層建物）
耐震壁方向の一階 フレーム方向の一階

層せん断力－層間変位

地震応答の評価

最大応答加速度 最大応答層間変形角 最大応答層せん断力係数

次いで，既往の実大RC建物の

震動実験を比較検討対象とし，
水平荷重をAi分布より算定し，

静的弾塑性解析と地震応答解
析を行い，実験解との比較・検
証を行った．

限定された事例の数値解析ではあるが，当該シス
テムにおけるRC構造物の静的弾塑性解析及び質点
系地震応答解析は概ね妥当なものと考えられる．一
方，骨組系地震応答解析では，水平剛性が高く評価
されるなど未だ検証の余地もあるが，実現象の再現
に関しては優位性もあり，今後も継続して開発する予
定である．

実験システム

型枠

実験による変位応答時刻歴

共振振動数の推移

実験と数値解析との比較（Z方向加速度応答時刻歴）

実験と数値解析との比較（Z方向変位応答時刻歴）

固有振動数の推移

①振動特性

②減衰定数の詳細な検証
計測と解析により， 1次と2次について振動モードを

同定し，その差異について詳細な分析を実施．

③複合非線形解析
による地震応答・
耐震性能評価

④乾燥収縮・クリー
プ・温度変化の影
響による変形特性
の観測と予測解析
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1次 2次

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

3 3.5 4 4.5 5

1A
1B

F
-
or
g

freq (Hz)

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

3.5 4 4.5 5 5.5

2A
2B
2C

F-
o
r
g

freq(Hz)

3.78 2.701 3.616

-0.26 -0.37 -0.276

4.63 3.102 4.155

-0.21 -0.322 -0.24
2次

*1 ヤング係数:21.367 (kN/mm
2
)　*2ヤング係数:37.0 (kN/mm

2
)

固有振動数(Hz) (固有周期(s))

実測による推定値
固有値解析結果

（設計用物性値*1）

固有値解析結果

（コア抜き試験体

による物性値*2）

1次

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4 6 8 10 12 14

実測から推定した減衰での応答
設計用減衰での応答

ac
c(

c
m/

s2
)

time(sec)

 

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

4 6 8 10 12 14

実測から推定した減衰での応答
設計用減衰での応答

di
s
p
(c
m
)

time(sec)

 

 

-80

-60

-40

-20

0

20

0 182.5 365 547.5 730 912.5 1095

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

実測値　D21
乾燥収縮・クリープ
温度応力
乾燥収縮・クリープ・温度応力
乾燥収縮・クリープ・温度応力・膨張剤考慮

鉛
直

変
位

(m
m

)

型枠撤去開始時からの時間(日)

型枠撤去開始時からの時間(年)

1次モードと2次モードのスペクトルと実測と解析との比較

加速度応答時刻歴と変位応答時刻歴

長期での現象と計測データの例

内部ひび割れ ヤング係数と骨材寸法の関係 乾燥収縮ひずみ

骨材の乾燥収縮ひずみの評価試験方法

拘束状況によるコンクリートのひび割れ発生状況の変化
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降水の遠隔探査データは強雨・大雨の空間分布や統計的特徴を把握するため
に有用であり，衛星による全球規模の降水データも気候学的特徴を議論できる
程に蓄積されつつある．しかし，局所的かつ稀に発生する極端現象を抽出するた
めには，観測特性・推定特性・降水特性に依る推定誤差に関する評価が依然とし
て重要であり，最適・最尤推定値のさらなる追究が必要である．

本研究では，衛星搭載降雨レーダ（TRMM PR）データによる強雨・大雨の地域
的特徴の検出，さらにこれらの情報活用可能性の議論の深化に向けて，地上・
衛星観測データに基づく降水表現の現状整理と課題の抽出・解決に取り組む．

代表的な広域降水データセットを用いた降水気候値の地域的特徴に関する比
較研究から，地上雨量計観測網の空間内挿法やデータ数密度に関する不確実
性を示唆する結果を得た．また，TRMM PRデータを活用して降水システムの群
特性を調べると，急峻な山岳域や海岸付近において地理的に固定された局所
的特徴が検出された．この結果はTRMM PRデータが降水の空間非一様性を説
明する有力なツールである可能性を示したが，強雨の統計処理に影響を及ぼ
す系統的なリトリーバル誤差（地表面クラッターの混入等）も見出されており，気
候変動や極端現象の解釈におけるアルゴリズム開発の重要性を再認識するこ
ととなった．現在は，利用研究と並行して，メインローブクラッター内の降水鉛直
分布の推定等，入射角依存性に関する地域補正手法の開発も進めている．

PR V.7‐GPCC V.6, 0.5˚, 1998‐2010

PR V.7‐UDel v.3.01, 0.5˚, 1998‐2010

PRが過小 PRが過大

PR V.7‐ AMeDAS 10min R 
match‐up 1998‐2009

広域降水データの比較

PR V.7‐GPCP v.2.2, 2.5˚, 1998‐2012

PR V.7‐JRA55, 1.250.1˚, 1998‐2012 PR V.7‐APHRODITE MA 
v.1101, 0.5˚, 1998‐2007

PR V.7‐TMI narrow swath V.7, 0.1˚, 1998‐2012
Rsurf

標高
エベレスト付近の小規模降水システム群

ヒマラヤ域の小規模降水システム（<10km）による雨の割合

近年頻発している局地型短時間強雨，いわゆる“ゲリラ豪雨”に伴う都市河川の溢水氾濫に対処するには，①豪雨事象の精確な捕捉と，②急激な河川への流出現象の
解明が急務であり，実現象の理解を踏まえた上で，③精度の高い流出予測モデルの構築，そして④流出抑制施設の整備や種々の流域管理施策等を通じてリスク軽減を
図ることが求められる．本研究では，XバンドMPレーダの精度検証ならびに活用方法の検討を行うとともに，名古屋市を流れる植田川・天白川流域を対象に，都市河川へ
の急激な雨水流出過程と流出抑制対策について，現地観測とモデル解析を通じて実証的かつ定量的な検討を行うことを目的とする．

地上雨量計群によるレーダ情報の検証 ティーセン法による流域平均降雨のレーダ雨量による検証 名古屋市域におけるレーダ雨量分布の例 対象豪雨におけるバリオグラムの時間的発展

① レーダ雨量を高密度の地上雨量計と比較した結果，十分な精度を持つことを確認したが，降雨強度が特に大きい場合，レーダ雨量は小さめの値となることが示された．
② 地上雨量計による流域平均降雨をレーダ雨量を用いて検証した結果，中小河川の場合，地上雨量計に依存した流域平均降雨の評価に問題があることが示唆された．
③ 豪雨域の各地点でのレーダ雨量データを確率場の実現値と見なし，確率変数のバリオグラムを求めることによって，局地的豪雨の空間的変動特性を定量化した結果，

バリオグラムはホール効果を備えたもので，その時間的発展は，雨が激しくなるにつれて sill が増大，range は短縮する様子が示された．
④ 都市河川における急激な流出現象の解明に向け，電波流速計を用いた洪水流量観測手法の開発および河川の水位上昇が雨水吐流出量に及ぼす影響を評価した．

本研究の平成24，25年度の目的は，おもに間欠的な土砂流サージの生成機構
及びその特性を明らかにすることを目的とした．間欠的な土石流サージの生成は
流れの不安定性による一種の転波列であることを明らかにした．これは従来の土
石流発生条件が河道堆積土砂における流水を荷重とする静的安定条件による
モデルと異なるものである．これにより中国・雲南省・蒋家溝で観測される粘性土
石流に代表される多数のサージ状の土石流流下現象を合理的に説明することが
可能となった．また，この流れの不安定性に基づく生成機構の解明によりヨーロッ
パアルプスで観測される粘性土石流とは異なる間欠的な土石流流下現象も説明
が可能で，流動機構の違いにより生成条件が異なることも明らかにした．その生
成条件は図１のようである．

図 １ サージ生成条件 図 ２ 波動方程式の計算例

さらに，生成条件で用いた浅水流運動方程式を基に，従来の波動方程式を導
出する手法を用いて，傾斜水路上の土砂流を考慮した波動方程式を導出した．
その結果は散逸項と分散項を含む非線形方程式で，従来のBurgers方程式と
Korteweg-deVries(KdV)方程式を合わせた形の波動方程式となることを明らかに
した．この波動方程式に関する詳細な検討は現在進めているところである．従来
の波動理論で用いられているGardner-Morikawa変換における速度パラメータを
長波の波速とするとBurgers方程式と同形の波動方程式になることを明らかにし，
図２はその計算結果の一例である．図は，流速が速くなると波形の先端部の勾
配が急峻化することを示し，観測結果や実験結果と同様な傾向を示している．



南海トラフ巨大地震時には，上部の砂質土層のみならず，深部の比較的密詰め
の砂層も液状化あるいはそれに近い状態になり，堤体に大変状が発生する危険
性があることがわかった．レベル2地震の中でも最大級の巨大地震を扱うような場

合には，照査対象となる河川堤防の重要度に応じて，詳細な地盤調査と高精度の
数値解析を実施する必要がある．
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砂および砂礫堤体土の適正な土質定数設定法の提案砂および砂礫堤体土の適正な土質定数設定法の提案

低平地の河川堤防は度重なる氾濫域に築堤されており，堤体のみならず基礎地盤の性状
も複雑であることが多い．透水性が高く，かつ複雑な地層構成の基礎地盤を有する堤防では，
洪水時に法尻に高い動水勾配が集中することによって，噴砂等の被災のみならず，場合に
よっては決壊に至る大変状が発生する危険性を有するものもある．本研究では，模型実験と
数値解析によって､透水性基礎地盤に起因する堤防の不安定化のメカニズムを解明するとと
もに，破堤危険度評価手法を開発し，河川堤防の治水対策優先度の決定に役立てる．

洪水時の河川堤防は，堤体浸透に伴うすべり破壊と透水性基礎地盤に起因するパイピング破壊が懸念される．形状規定主義で整備されてきた河川
堤防であるが，近年頻発する豪雨による外力の先鋭化に伴い，地盤構造物として性能が求められる時代になっている．本研究では，浸透時のすべり
破壊に対しては，土質力学に立脚した合理的かつ高精度の解析を行うための土質定数の設定法を提案し，設計実務のマニュアルに反映させている．
一方，パイピング破壊については，透水性基礎地盤に着目し，破堤にまで至る堤体不安定化のメカニズムの解明を行い，破堤危険度の高い地盤構成
にある堤防を絞り込み，治水対策優先度を決定する技術の開発を目指している．

洪水時の河川堤防は，堤体浸透に伴うすべり破壊と透水性基礎地盤に起因するパイピング破壊が懸念される．形状規定主義で整備されてきた河川
堤防であるが，近年頻発する豪雨による外力の先鋭化に伴い，地盤構造物として性能が求められる時代になっている．本研究では，浸透時のすべり
破壊に対しては，土質力学に立脚した合理的かつ高精度の解析を行うための土質定数の設定法を提案し，設計実務のマニュアルに反映させている．
一方，パイピング破壊については，透水性基礎地盤に着目し，破堤にまで至る堤体不安定化のメカニズムの解明を行い，破堤危険度の高い地盤構成
にある堤防を絞り込み，治水対策優先度を決定する技術の開発を目指している．

(a)No.1 ( 66)

(a) No.1 ( 66)

進行性すべりによる崩壊（パターン２）

透水性基礎地盤上の堤防で想定される崩壊パターン
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CU

強度定数設定のガイドラインの整備にあたり，様々な実堤防試料を用
いて各種の排水条件での試験を実施した．上図は乱れの少ない砂質試
料を用いて三軸試験を実施し，各種の試験条件を比較した例である．砂
質系材料におけるCU試験の不合理性を示す一方， やCD試験も強度

を過大評価する危険性が明らかとなり，変相応力状態において強度定
数を決定することが最も合理的であることを弾塑性論から明らかにした．

試験方法が砂質土の強度定数に及ぼす影響

透水性基礎地盤に起因する堤防の破堤危険度評価法の開発透水性基礎地盤に起因する堤防の破堤危険度評価法の開発

本研究では，東海地方の実河川堤防を対象として，南海トラフ巨大地震
時の変状予測解析を実施した．ボーリング調査，PS検層，不攪乱試料の

サンプリング，さらにそれを用いた各種の室内土質試験などの詳細な地
盤調査を実施した上で，解析地盤モデルを構築した．想定される南海トラ
フ地震波を用いた有効応力時刻歴地震応答解析を実施し，現状の照査
外水位に対する堤体変状について検討した．

(a) x方向変位

せん断ひずみ分布

南海トラフ
地震波

時刻歴地震応答解析結果

実堤防地盤の解析モデル

過剰間隙水圧比分布

本研究では，越流破堤に至るきっかけと堤体条件が及ぼす破堤現象へ
の影響に着目し，小規模横断堤防を用いた実験によって破堤現象を調べ
てきた．実験で定性的に現象をとらえたうえで，その後数値解析などを援
用し河道条件が及ぼす影響などを検討し，越流破堤現象を解明する．こ
うした研究を通じ，河道の特徴を考慮したうえで，破堤の予防策と破堤時
のリスク軽減に向けた対策の提案が期待される．

これまでの検討により，越流の要因により破堤過程が変化すること，堤体材料，被
覆状態の堤防自体の条件により特に初期の破堤過程が変化することがわかった．
越流にいたる要因は越流開始時の堤体の形に関わるため，堤体材料は材料の流
砂特性，粘性特性を変化させるため，被覆状態は堤体の変形を様々な形で抑制す
るため，それぞれ破堤現象が変化した．今後は，これらの特性を数値解析などで再
現させるべく，継続して研究を実施する．最終的には河道の特徴が破堤現象に及ぼ
す影響を取り入れ，破堤時の被害を抑えるための対策などを検討していきたい．

堤体材料による破堤過程の違い
（左：5号砂，右6号砂）

被覆位置による初期洗掘位置の違い

CU 
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設備の概要：

構造耐震実験室に整備された構造実験システムは，油圧シリンダ，ポ
ンプ，構造フレームユニットから構成されている．今後展開される実験に
応じて，自在に組換えすることで多様な載荷実験に対応できる．スイベ
ルジョイントを備えた油圧ジャッキ２基と，２軸受けスライダを併用するこ
とで，水平２軸＋１軸（死荷重）の３軸同時載荷実験を行うことが可能で
ある．油圧ジャッキの動力ポンプはモータ容量7.5kwを備え，載荷実験に
必要な油圧流量を安定して供給する能力を備えている．

また，構造実験システムを展開するための反力床は専用に設計した鉄
骨部材を格子状に接合して，強固なPCスラブと一体化した構造である．

規則的に配置されたボルト孔により，構造フレームを確実に固定するこ
とができる．

設備の概要：

構造耐震実験室に整備された構造実験システムは，油圧シリンダ，ポ
ンプ，構造フレームユニットから構成されている．今後展開される実験に
応じて，自在に組換えすることで多様な載荷実験に対応できる．スイベ
ルジョイントを備えた油圧ジャッキ２基と，２軸受けスライダを併用するこ
とで，水平２軸＋１軸（死荷重）の３軸同時載荷実験を行うことが可能で
ある．油圧ジャッキの動力ポンプはモータ容量7.5kwを備え，載荷実験に
必要な油圧流量を安定して供給する能力を備えている．

また，構造実験システムを展開するための反力床は専用に設計した鉄
骨部材を格子状に接合して，強固なPCスラブと一体化した構造である．

規則的に配置されたボルト孔により，構造フレームを確実に固定するこ
とができる．

3軸載荷実験システムセットアップ例

研究内容例：研究内容例：

座屈拘束ブレース（BRB）の研究開発

橋梁などの構造物に犠牲部材として挿入し，その部材に地震エネル
ギーを吸収させることで，主構造の損傷を最小限に抑えて健全性を保つ
ことができる座屈拘束ブレース（BRB）の研究開発が精力的に実施されて

いる．本研究は，複数の座屈拘束ブレースを備えた橋脚を対象として，そ
の橋脚に地震動を入力し，制震性能を検証するものである．既往の研究
は，ブレースを設置した橋梁の部分模型に対して，振動台による動的加
振によって制震効果を検討した事例等がある．しかし，動的加振における
実験装置の能力から，実験供試体のサイズが制限されるなど制約条件
が多い．本研究は新たに分散した実験システムを同期させ，油圧アク
チュエータによる載荷装置と，FEM解析プログラムを融合した分散型サブ

ストラクチャ応答実験を構築し，その実験システムの応答性を検証した上
で，並列に設置した2基の座屈拘束ブレースによる鋼製橋脚の制震性能
を総合的に検証するものである．

分散型ハイブリッド実験システム

②2軸受スライダ&油圧シリンダ
③油圧ポンプユニット

油圧シリンダ

構造フレームユニット 反力床

設備の概要：

2m×2m×3mの小部屋および温度湿度制御ユニットから構成されて
おり，部屋内温度および湿度をそれぞれ－10～＋80℃， 20～95％RH
の範囲で制御するための装置である．

コントローラにプログラミング機能があり，温度や湿度の自動的な変
更やサイクル運転が可能である．霜対策が講じられており，部屋内の
温度および湿度を精度良く制御できる．

設備の概要：

2m×2m×3mの小部屋および温度湿度制御ユニットから構成されて
おり，部屋内温度および湿度をそれぞれ－10～＋80℃， 20～95％RH
の範囲で制御するための装置である．

コントローラにプログラミング機能があり，温度や湿度の自動的な変
更やサイクル運転が可能である．霜対策が講じられており，部屋内の
温度および湿度を精度良く制御できる．

外観 内部の様子

研究内容例：研究内容例：

(1)様々な温度および湿度条件下におけるコンクリートの
拘束ひび割れ試験
本装置を用いて，温度条件および相対湿度を様々に変動させた条

件の下で，コンクリート部材の乾燥収縮による拘束ひび割れ試験を実
施する．

室内で部材を打設作製することにより，材齢ごく初期を含めた乾燥
収縮挙動を評価できることが特徴である．

乾燥収縮量やひび割れ幅およびひび割れ発生時期と温度，相対湿
度との関連性を明らかにする．

(2) FRPの剥離メカニズムに関する研究
コンクリート構造物の耐震補強材として連続繊維複合材（FRP）が広く

用いられているが，巨大地震等，衝撃を伴い大きな外力を受ける場合
に，接着材の損傷，ならびに脆性的なFRP剥離の発生が懸念されてい

る．また，長期供用時に温度変化等による接着材の環境劣化も懸念さ
れている．本研究では，衝撃的な外力と温度サイクルによる劣化を複
合的に考慮したFRPの剥離メカニズムを検証する．

乾燥収縮による拘束ひび割れ
試験実施風景

ひび割れ発生状況
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設備の概要：

本設備はプロジェクトの主要課題を研究するために必要とされる三軸
（水平二軸／垂直一軸）方向同時加振が可能な地震波震動台である．
駆動方式として永久磁石方式を採用しているため，騒音を抑えるととも
に広い周波数帯域(0.1～50Hz)にわたって振動波形の精度が高く，実
地震波も忠実に再現することができる．平成24年度には水平一軸方向
の加振力を倍増し，より大きな地震力の入力を可能とした．

設備の概要：

本設備はプロジェクトの主要課題を研究するために必要とされる三軸
（水平二軸／垂直一軸）方向同時加振が可能な地震波震動台である．
駆動方式として永久磁石方式を採用しているため，騒音を抑えるととも
に広い周波数帯域(0.1～50Hz)にわたって振動波形の精度が高く，実
地震波も忠実に再現することができる．平成24年度には水平一軸方向
の加振力を倍増し，より大きな地震力の入力を可能とした．

(1) RCアーチの非線形挙動に対する動的実験

各種エネルギー関連施設の安全性向上策として
の容器構造の半地下化・完全埋設化や，近年の各
種モニュメントとなる建築のルーフシェルの大型化
に関連し，それらの耐震設計の高度化を目的とす
る．薄肉で扁平なＲＣアーチモデルの動的な損傷・
破壊現象を再現し分析し，その結果を用いて数値
解析手法の高度化を行う．

設備の概要：

本試験装置は材料試験から部材試験あるいは小型の構造物試験ま
で多様な試験体に対して加力する万能試験機である．ねじ竿式を採
用しているためメンテナンスが容易であるとともに，騒音を抑え安全か
つ高精度に加力することが可能となっている．また，高温引張試験を
実施できるよう加熱炉および温度制御装置等を備えている．

設備の概要：

本試験装置は材料試験から部材試験あるいは小型の構造物試験ま
で多様な試験体に対して加力する万能試験機である．ねじ竿式を採
用しているためメンテナンスが容易であるとともに，騒音を抑え安全か
つ高精度に加力することが可能となっている．また，高温引張試験を
実施できるよう加熱炉および温度制御装置等を備えている．

主要装置構成：
・振動加振器(水平)： SSV‐850LL（1ton載荷時/最大加速度 地震波0.75G,

最大変位±20cm）＊

・振動加振器(垂直)： SSV‐850MM（最大加速度 地震波0.83G, 最大変位±7.5cm）
・地震波振動台： TBH‐20K‐3D‐70T（2×2m, 最大積載7t）

＊2012年のプロジェクト初年度の整備にて，水平１方向を0.75G⇒1.5G に増強

研究内容例：研究内容例：

(3)建物内部の家具転倒実験と補強法の開発

近年建築物の耐震性能評価のみならず居室内部
の家具の地震時挙動や固定方法が問題となってい
る．数値解析で得られた建築物地震時応答を本設
備に入力することで，地震時の居室の揺れを3次元

で再現し，家具の挙動を把握するとともに，効果的
な固定方法の開発を行っている．また研究成果を
活用し地域住民への啓発活動も行っている．

(2) 木造住宅の単位フレーム震動実験

木造住宅の耐震性能確保と工場のため，東海地
方で多く用いられる架構の単位フレームの震動実
験を行い，その動的挙動評価を行った．

精密万能試験機

主要装置構成：
・島津オートグラフ AG‐100kNIS‐400S（幅広）

(最大荷重100kN，倍率1～100，クロスヘッド速度範囲0.0005～1000mm/min)
・高温引張加熱炉 B‐7‐12（加熱温度300～1100℃）

(1) H形鋼梁柱部材局部座屈実験

鋼構造物の倒壊挙動を精度良くかつ簡便に評価するために，局部座
屈挙動を考慮した梁要素モデルの開発を行っている．本試験装置を利
用し，縮小梁柱部材に対する軸力導入3点曲げ試験を実施し，軸力＋
曲げ（1軸または2軸）加力下におけるH形鋼局部座屈後挙動の分析を
行っている．

研究内容例：研究内容例：

(1)単層ラチスシェルの静的実験

鋼構造空間骨組モデルとして市販の単層ラチスシェ
ルの静的加力実験を行い，開発中の要素モデルの適
用性検証を行う．

油圧ポンプユニット

設備の概要：

空間構造モデルなど多様な構造モ
デルに対して静的加力試験が行える
よう変更可能な加力システムである．

設備の概要：

空間構造モデルなど多様な構造モ
デルに対して静的加力試験が行える
よう変更可能な加力システムである．

主要装置構成：
・油圧ジャッキ 最大荷重：押・引200kN

ストローク：±200mm
・油圧ポンプユニット モーター容量：2.2kW

圧力×吐出量：70MPa×1.15Liter/min

研究内容例：研究内容例：
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設備の概要：

本設備は，幅20cm，深さ40cm，長
さ10mのガラス壁を有する水路であ
り，水平～30度まで傾けることがで

きる．下流端にエスカレーション
ゲートを有する水路部分，受水槽
（沈砂槽），ポンプから構成され，流
水は自己循環式となっている．本水
路は急勾配で起こる流砂，土石流
の基礎現象を室内で再現し，それ
に伴う流れ，河床高変化の計測を
可能とする装置である．なお，給砂
装置を搭載することにより一定量の
土砂供給を可能とし，かつ，計測台
車を載せることで，水位および河床
の変化を計測することも可能である．

設備の概要：

本設備は，幅20cm，深さ40cm，長
さ10mのガラス壁を有する水路であ
り，水平～30度まで傾けることがで

きる．下流端にエスカレーション
ゲートを有する水路部分，受水槽
（沈砂槽），ポンプから構成され，流
水は自己循環式となっている．本水
路は急勾配で起こる流砂，土石流
の基礎現象を室内で再現し，それ
に伴う流れ，河床高変化の計測を
可能とする装置である．なお，給砂
装置を搭載することにより一定量の
土砂供給を可能とし，かつ，計測台
車を載せることで，水位および河床
の変化を計測することも可能である．

設備の概要：

本設備は，幅60cm，深さ40cm，長さ19mのガラス壁を有する水路で
あり，水平～1/30勾配（1.9度相当）に傾けることができる．屋外には低

水槽，高水槽，ポンプ，沈砂槽，排水路が設置され，流水は循環式と
なっている．なお，低水槽から直接電磁流量バルブを通じて水を供給
すれば流量を電子制御でき，実河川の出水時などを想定し供給流量
を変化させることが可能である．本設備は，比較的水路幅と長さが確
保されているために，基礎的な水理実験から流砂，中規模河床形態
の挙動を再現，計測することができる．

設備の概要：

本設備は，幅60cm，深さ40cm，長さ19mのガラス壁を有する水路で
あり，水平～1/30勾配（1.9度相当）に傾けることができる．屋外には低

水槽，高水槽，ポンプ，沈砂槽，排水路が設置され，流水は循環式と
なっている．なお，低水槽から直接電磁流量バルブを通じて水を供給
すれば流量を電子制御でき，実河川の出水時などを想定し供給流量
を変化させることが可能である．本設備は，比較的水路幅と長さが確
保されているために，基礎的な水理実験から流砂，中規模河床形態
の挙動を再現，計測することができる．

設備の概要：

仕様：硬質透明アクリル製直線水路，水路長56m，水路幅10cm，水路
深15cm，可変勾配0～3°，循環式，インバータによる流量制御

特徴・構成：

• 間欠性土砂流サージ用水路としては日本では最長の部類の
実験水路

• ボルテックス型ポンプの使用により粒径５ｍｍ程度まで流水中
に固体粒子含有可能

• 組み立て式のため水路延長や可搬が可能
• 循環式のため長時間の転波列生成が可能

設備の概要：

仕様：硬質透明アクリル製直線水路，水路長56m，水路幅10cm，水路
深15cm，可変勾配0～3°，循環式，インバータによる流量制御

特徴・構成：

• 間欠性土砂流サージ用水路としては日本では最長の部類の
実験水路

• ボルテックス型ポンプの使用により粒径５ｍｍ程度まで流水中
に固体粒子含有可能

• 組み立て式のため水路延長や可搬が可能
• 循環式のため長時間の転波列生成が可能

間欠性土砂流サージ実験水路の全景

*京都大学防災研究所の協力により同研究所・宇治川オープンラボラトリー

（京都市伏見区）内に水路を設置し，実験を行っている

可変勾配水路の全景

研究内容例：研究内容例：

(1) 浸透流および越水を誘因とした破堤現象の解明

破堤の原因として，河川水位が堤防高を超えて（越水による）発生す
る破堤現象と浸透流によって堤防が変形することにより最終的に越流
が起こる破堤現象に着目し，例えば水路横断堤防を用いて，そのメカ
ニズムおよび破堤過程について検討する．ここでは，特に浸透流に
よってどのように堤体が変形していくか，そのメカニズムを解明するとと
もに，破堤を小規模堤防で再現し，その変形がその後の破堤現象に
及ぼす影響を検討する．

急勾配水路の全景

(2)急勾配流れにおける流砂現象の解明

堤防法面での土砂の流れ，堤防洗掘につながる急勾配河川におけ
る河岸浸食災害等を踏まえ，その検討に必要な基礎知見となる急勾
配流れ下の流砂現象の解明をめざす．ここでは，急勾配水路を用いた
実験により，例えばレーザーによる流れの可視化を実施しPIV・PTVを

援用して粒径に対し水深が小さい場（相対水深が小さい場）の流砂現
象と流速分布を計測する．さらに数値解析なども援用し，流砂量や河
床変動の予測方法について検討する予定である．

浸透流による堤防変形イメージ 越流破堤イメージ

レーザーによる流れの
可視化システム相対水深が低い場での流れイメージ

解析用画像
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 21 世紀型自然災害のリスク軽減に関するプロジェクト 

平成 23 年 3 月の東日本大震災がもたらした未曾有の被害により，あらためて巨大災害の恐ろしさを思い知

らされました．さらに，平成 23 年 9 月の台風 12 号と 15 号は山間部のみならず東海・関東の都市域に大き

なダメージを与え，その後も平成 24 年 7 月の九州北部豪雨，平成 25 年に関西全域に豪雨をもたらした台風

18 号，平成 26 年 8 月豪雨による広島市の土砂災害，平成 27 年 9 月台風 18 号による鬼怒川堤防決壊など，

毎年のように自然災害が我が国の都市域に大きな被害を与えています．東日本大震災における津波被害にして

も，台風などの集中豪雨による出水被害にしても，我が国の社会・経済活動が，被災ポテンシャルの高い平野

部に集中していることが被害を拡大した一要因となっています．さらに気候変動に伴う豪雨災害は世界規模で

頻発しており，我々が想定すべき自然災害に対するリスクは，この数十年の間に急速に増大しています． 

名城大学自然災害リスク軽減研究センターが推進する「21 世紀型自然災害のリスク軽減に関するプロジェ

クト」では，都市域での震災や流域圏の水害・土砂災害など，現代社会が直面している自然災害を「21 世紀

型自然災害」と位置付け，そのリスクを適正に評価し，かつ軽減をはかる方策の提案を目指しています． 

 

自然災害リスク軽減研究センターの研究体制 

名城大学理工学部と都市情報学部の総勢 1８名の研究者が連携し， 

減災研究に取り組んでいます． 

  代 表 小髙猛司 

  副代表 武藤 厚，葛 漢彬  

  研究メンバー 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然災害リスク軽減研究センターの詳細は下記の WEB サイトへ 

http://ndrr.meijo-u.ac.jp/ 

研究実験棟Ⅱ（2013 年 3 月竣工） 

大型実験棟（2013 年 3 月竣工） 

テーマ１：連動型巨大地震に対する土木構造物の安全性と修復性の向上に関する研究 

○ 葛  漢彬 理工学部 社会基盤デザイン工学科 教授 

 石川 靖晃 理工学部 社会基盤デザイン工学科 教授 

 渡辺 孝一 理工学部 社会基盤デザイン工学科 准教授 

 岩下健太郎 理工学部 社会基盤デザイン工学科 准教授 

 小塩 達也 理工学部 環境創造学科 准教授 

 川﨑 浩司 理工学部 特任教授 

   

テーマ２：大空間構造物の耐震安全性評価による震災リスクの軽減 

○ 武藤  厚 理工学部 建築学科 教授 

 村田  賢 理工学部 建築学科 教授 

 寺西 浩司 理工学部 建築学科 教授 

 大塚 貴弘 理工学部 建築学科 准教授 

 平岩  陸 理工学部 建築学科 准教授 

   

テーマ３：豪雨および水災事象の発生機構とリスク軽減方策に関する研究 

○ 原田 守博 理工学部 社会基盤デザイン工学科 教授 

 新井 宗之 理工学部 社会基盤デザイン工学科 准教授 

 広瀬 正史 理工学部 環境創造学科 准教授 

   

テーマ４：水工学－地盤工学の連携による沿岸域低平地の自然災害リスク軽減への挑戦 

○ 小高 猛司 理工学部 社会基盤デザイン工学科 教授 

 溝口 敦子 理工学部 社会基盤デザイン工学科 准教授 

 崔    瑛 理工学部 社会基盤デザイン工学科 准教授 

   

テーマ５：「中核被災者」を主体とした被災限界からの自律再建メカニズムの解明 

○ 柄谷 友香 都市情報学部都市情報学科 教授 

  （平成 29 年 1 月現在） 

 


